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Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について
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 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト
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①

②
基金元金（当初）に対す
る利子の割合

事業名

政　策
施　策
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出納事務管理事業

公・民パ－トナ－シップによる構想実現と効率的、効果的行財政運営（行政の充実） 主管課 会計課

会計 小事大事

01

目項

02 01 06 01 01

対象

・支出負担行為の確認及び支出命令の審査並びに市税、税外収入その他収入の審査及び収納事
務を行い公金の適正な収納、支出及び管理保管するものである。

・平成19年10月現在の財務会計システムが稼働、20年8月支払データ伝送サービスが開始。
・平成14年4月のペイオフ解禁に伴い公金管理の安全性等を確保するため、庁内にペイオフ対策
検討協議会を設置し、平成19年4月に現在の公金管理協議会へ移行し、次年度に向けた公金の管
理及び運用方針を検討している。
・平成28年4月から市民課出張所等７施設で業務委託による公金輸送業務を開始した。

公金の適正な収納、支出とその管理保管を行い、公金の健全
な運営を図る。

主管課長 松尾　研彦健全で効率的な行財政運営

名　　称 平成2６年度 平成2７年度 平成2８年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

・正当債権者
・会計事務職員
（臨時職員を含む）

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

伝票処理に対する訂正割
合

2.02 1.94 1.52 ％ ↘↘↘ 指摘件数／支出伝票総数

年間運用益／年度当初における基金
元金

.06 .05

平成2７年度

5,112,117 6,935,439

3.80

％ →→.02

6,066,269

5,112,117 6,935,439 6,066,269

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

28,591,317 32,150,639 35,774,569

・伝票審査における指摘件数を減少さ
せるため、伝票事務担当職員の基本的
な知識、能力の向上を図るべく、引き
続き定期的、実務的な研修の実施や相
談体制の充実を図る必要がある。
・基金の原資が減少する中、基金本来
の目的に支障を来さないよう積立額、
期間等を考慮し、安全かつ有利な定期
預金等を中心に効率的な運用を図って
いる。また、少しでも多くの利子を得
るため、金融機関に利率の再交渉を
行ってはいるが、マイナス金利政策の
影響で、利率の上乗せは厳しい状況で
ある。

平成2６年度 平成2８年度

2.70 2.70 2.70

23,479,200 25,215,200 29,708,300

2.80 2.80

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

会計課における伝票審査の段階で、訂正依頼を行ってお
り、全体的な訂正割合の引き下げを行っている。

Ａ　必要性が高まると
考えられる

Ａ　市が担うべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取組の
課題

伝票件数が増加傾向にある中、伝票処
理に携わる職員（臨時職員を含む。）
が新任及び異動等により替わるため、
職員の育成が肝要である。

④今後の
改善計画

伝票事務担当者が適正かつ迅速な会計
事務を行うことができるよう、研修や
相談業務の充実を図る。また、公金の
適正な保管管理を徹底する。最新の金
利の動向、金融情報の取得に努める。

①今年度
(H28)の
改善計画

②今年度
(H28)に
実施した

取組

①財務関係及び伝票事務説明会の年２
回実施
②公金管理協議会の充実

①平成２８年８月及び平成２９年２月
に実施
②平成２９年２月に実施


